







その他のタイトル 〈Articles〉Judicial lobbying : Evidence from























































































































































































































































































ねします。あなたの団体は、次にあげる（ ₁ ）～（ ₇ ）の事項にあてはまります
か。それぞれお答えください。」（二値変数）




































％ 度数 ％ 度数
政党（ないし議会） ₄₆.₅ ₁₁₂ ₄₅.₃ ₉₁
行政 ₅₁.₉ ₁₂₅ ₅₀.₂ ₁₀₁
裁判所 ₁.₇ ₄ ₄.₅ ₉




















































































全くない あまりない ある程度ある 頻繁にある N










































































₄₅.₆％が ₁ ～ ₉ 人で活動しており、₁₀人以上が活動しているのは、合計で₃₀.₆％で




支援型団体の₃₀.₂％が非正規職員 ₀ 人、₄₅.₃％が ₁ ～ ₃ 人で活動しており、₁₀人以
上で活動する団体は₇.₅％に過ぎない。他方、訴訟支援をしない団体では、₂₅.₄％が

























訴訟支援あり ₂₉.₀％ ₆.₅％ ₁₆.₁％ ₁₉.₄％ ₉.₇％ ₃.₂％ ₃.₂％ ₆.₅％ ₆.₅％ ₃₁
訴訟支援なし ₁₂.₈％ ₁₀.₁％ ₉.₅％ ₁₄.₂％ ₁₄.₉％ ₁₄.₂％ ₁₄.₉％ ₄.₁％ ₅.₄％ ₁₄₈
全体 ₁₅.₆％ ₉.₅％ ₁₀.₆％ ₁₅.₁％ ₁₄.₀％ ₁₂.₃％ ₁₂.₈％ ₄.₅％ ₅.₆％ ₁₇₉
表 ₇ 　正規職員数
₀ 人 ₁ ～ ₉ 人 ₁₀～₄₉人 ₅₀～₉₉人 ₁₀₀人以上 N
訴訟支援あり（a） ₂₂.₈％ ₄₅.₆％ 　₂₂.₈％ 　₁.₈％ 　₆.₁％   ₅₇
訴訟支援なし（b） ₁₀.₁％ ₃₉.₉％ 　₃₈.₄％ 　₅.₆％ 　₇.₀％ ₁₉₈
全体 ₁₂.₉％ ₄₁.₂％ 　₃₄.₉％ 　₄.₇％ 　₆.₃％ ₂₅₅
差（a）－（b） ₁₂.₇％   ₅.₇％ －₁₅.₆％ －₃.₈％ －₁.₀％
表 ₈ 　非正規職員数
₀ 人 ₁ ～ ₃ 人 ₄ ～ ₆ 人 ₇ ～ ₉ 人 ₁₀人以上 N
裁判支援あり（a） ₃₀.₂％ ₄₅.₃％ 　₉.₄％ ₇.₅％ 　  ₇.₅％   ₅₃
裁判支援なし（b） ₂₅.₄％ ₃₉.₉％ 　₉.₈％ ₅.₂％ 　₁₉.₇％ ₁₇₃
全体 ₂₆.₅％ ₄₁.₂％ 　₉.₇％ ₅.₈％ 　₁₆.₈％ ₂₂₆







いる」、「 ₂ ．今後雇用する予定」、「 ₃ ．いない」の ₃ つの選択肢からそれぞれ回答

















受けたことがある）」、「 ₃ ．ない」の ₃ つの選択肢から回答してもらった。表₁₀に
表 ₉ 　専門性を備えた職員
法務担当職員 顧問弁護士 N
訴訟支援あり ₆.₈％ ₅₁.₇％   ₅₉
訴訟支援なし ₇.₀％ ₃₂.₀％ ₂₀₀



































訴訟支援あり ₂₂.₈％ ₈.₈％ ₄₃.₉％   ₅₇
訴訟支援なし   ₂.₅％ ₄.₀％ ₁₅.₆％ ₂₀₃








という質問に対して「 ₁ ．賛成」、「 ₂ ．どちらかといえば賛成」、「 ₃ ．どちらとも
いえない」、「 ₄ ．どちらかといえば反対」、「 ₅ ．反対」の五段階で回答してもらっ
た結果から把握できるだろう。「いろいろな意見」とは図 ₂ に挙げた₁₅項目の意見
である。
































































（民主党・国民新党連立） ₅₄ ₃.₂ ₂.₇ ₂₄₆ ₄.₆ ₂.₁ －₁.₃
菅　　直人 政権
（民主党・国民新党連立） ₅₃ ₄.₀ ₂.₁ ₂₄₅ ₃.₈ ₂.₀ ₀.₂
鳩山由紀夫 政権
（民主党・社民党・国民新党連立） ₅₃ ₄.₅ ₂.₄ ₂₄₄ ₃.₇ ₂.₂ ₀.₈
小泉純一郎 政権
（自民党・公明党連立） ₅₃ ₂.₅ ₂.₇ ₂₄₁ ₄.₇ ₂.₇ －₂.₁
橋本龍太郎 政権
（自民党・社会党・さきがけ連立） ₅₁ ₃.₂ ₂.₃ ₂₃₇ ₄.₈ ₂.₁ －₁.₆
村山　富市 政権
（自民党・社会党・さきがけ連立） ₅₁ ₃.₉ ₂.₀ ₂₃₆ ₄.₆ ₁.₇ －₀.₈
細川　護煕 政権
（非自民 ₈ 党連立） ₅₀ ₃.₉ ₂.₀ ₂₃₆ ₄.₆ ₁.₇ －₀.₆
中曽根康弘 政権






























という質問に対して、「 ₁ ．非常に頻繁」、「 ₂ ．かなりの程度」、「 ₃ ．ある程度」、「 ₄ ．
あまりない」、「 ₅ ．全くない」の五段階で回答してもらった結果から確認できる。
なお、政党の場合と同様に、現在（民主党政権下）のデータを利用した。
　図 ₄ は、行政のそれぞれの役職の方に対して、接触すると回答した団体（「 ₁ ．

















い。」という質問に対して、「 ₁ ．あてはまる」、「 ₂ ．あてはまらない」で回答して
















































訴訟支援あり（a） ₁₈.₄％ ₈₈.₃％ ₈₃.₆％ ₈₅.₀％ ₈₅.₀％ ₂₀.₀％ ₂₁.₈％ ₁₅.₅％ ₆₀
訴訟支援なし（b） ₂₈.₈％ ₉₇.₁％ ₇₇.₅％ ₇₆.₅％ ₇₀.₉％ ₈.₇％ ₁₃.₃％ ₄₆.₀％ ₂₁₀










ことがありますか。」という質問に対して、「 ₁ ．非常に頻繁」、「 ₂ ．かなりの程度」、「 ₃ ．
ある程度」、「 ₄ ．あまりない」、「 ₅ ．全くない」の五段階で回答を得た結果から確認でき
るだろう。表には示さないが、ある程度以上（「 ₁ ．非常に頻繁」、「 ₂ ．かなりの程度」、「 ₃ ．
ある程度」と回答した団体の割合の和）の割合でみると訴訟支援の有無で大きな差はみら
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